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第1章 砂防指定地 

 

第1節 総 則 

 

砂防指定地は、土砂の流出による被害を防止するため、砂防設備を設置し、または当該

区域で行われる一定の行為を禁止制限することを目的として、都道府県知事の進達に基づ

き国土交通大臣が指定するものである。指定を行うことにより初めて砂防法の適用がある

こととなり、砂防行政の適正な実施のためには、適正な指定が不可欠である。 

 

【解 説】 

砂防指定地の表示方法は、次の 4 種類があり、面指定を原則としているが、流域の荒廃

状況などの地域の状況により指定方法を決定する。 

① 面指定 

字または地番で指定するもの。 

② 線指定 

渓流およびその両側の土地を一定幅で指定するもの。 

③ 標柱指定 

標柱により土地の区域を指定するもの。 

・ 標柱の位置は、標柱を設置する土地の地名、地番によって表示する。 

・ 標柱間隔は、次の標柱を確認できる距離、位置でなければならない。 

・ 標柱の位置は、用地地番が確定できる既知点でなければならない。 

・ 標柱位置が半永久的に明示できなければならない。 

(河川の中心に設置することは避けなければならない) 

④ 座標指定 

座標で示される地点で囲まれた区域を指定するもの。 

 

砂防指定地に設置する標識は、本編第 4 章第 2 節（p4-35）を参照する。 

 

第2節 指定基準 

 

砂防指定地は、砂防設備を要する土地および治水上砂防のため一定の行為を禁止もしく

は制限するべき土地に指定しなければならない。 

 

【解 説】 

砂防法の中で、指定すべき土地として次のとおり規定されている。 

(1) 砂防設備を要する土地 

(2) 治水上砂防のため一定の行為を禁止若しくは制限すべき土地 

原則として流域全域を面指定する。 
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図 1.1 砂防法の概要  

砂防指定地の指定 

① 指定される土地 

砂防設備を要する土地 

治水上砂防のため一定の行為を禁止、制限すべき土地 

② 指定権者 

国土交通大臣 

行為制限 

① 制限主体 

都道府県知事 

国土交通大臣(その利害

関係が一都道府県に留

まらない場合など) 

② 制限行為 

都道府県条例および省

令(未制定)において規

定 

・ 工作物の新築、改築、除

却 

・ 木竹の伐採、滑下、地引 

・ 開墾、掘削 

・ 土石、鉱物の採掘など 

砂防工事の施行 

① 施行主体 

都道府県知事 

国土交通大臣(その利害

関係が一都道府県に留

まらない場合など) 

② 砂防工事の意義 

砂防設備のために施行

する作業 

砂防設備の維持、管理な

ど管理主体 

都道府県知事 

国土交通大臣(その利害

関係が一都道府県に留

まらない場合など) 

監督処分など 

① 監督処分 

・ 処分権者 

国または都道府県知事 

・ 処分の内容 

許可の取消、許可の効力

停止、設備の変更、原状

回復命令又は許可を受

けた事項より生ずる害

を予防するため必要な

設備を行うこと 

② 間接強制など 

砂防に関する費用の負担 

① 直轄で行う砂防工事 

都道府県 1/3 負担 

② 都道府県施行の砂防工

事 

・ 災害関連緊急砂防工事 

国 2/3 負担 

・ 火山砂防工事、激甚対策

砂防工事 

国 5.5/10 負担 

・ その他砂防工事 

国 1/2 負担 

砂防指定地内の土地所有

者などの権利義務 

① 砂防工事の施行または

砂防または砂防設備の

維持の受認 

② 国または都道府県知事

は、土地の立ち入り、使

用などの公用負担を求

めることができる。 

③ 砂防設備により生ずる

収入および公用廃止後

の砂防設備の下付 

国土交通大臣の関与 

① 都道府県知事が行う砂

防行政に対する必要な

指示 

② 受益公共団体に対する

工事施行などの指示 

③ 砂防工事計画の認可 



第 4編 管理編 第 1章 砂防指定地 第 2節 指定基準 

 

4-3 

河川局長通達 

砂防指定地指定要綱について 

 

平成元年 9 月 12 日 建設省河砂発第 58 号 

各地方建設局長、北海道開発局長、各都道府県知事あて 

建設省河川局 

 

砂防指定地の指定および解除のための調書の提出などについては、昭和 42 年 5 月 6 日付け建設省河

砂発第 50 号(河川局長通達)によりなされているところであるが、指定の基準、手続きなどを明確にし、

指定の一層の促進を図るため、別添のとおり「砂防指定地指定要綱」を定めたので、今後遺憾のない

よう取り扱われたい。 

なお、上記河川局長通達は廃止する。 

 

砂防指定地指定要綱 

（趣 旨） 

第 1 この要綱は、別に定めるもののほか、砂防法(明治 30 年法律第 29 号。以下「法」という)第 2

条の規定により建設大臣が指定する土地(以下「砂防指定地」という)の指定基準、指定方法、指定

手続きなどを定めることを目的とする。 

第 2 砂防指定地の指定は、土砂などの生産、流送若しくは堆積により、渓流、河川若しくはその流

域(以下「渓流など」という)に著しい被害を及ぼす区域で、次に掲げる区域について行う。 

(1) 渓流若しくは河川の縦横侵食または山腹の崩壊などにより土砂などの生産、流送若しくは堆積

が顕著であり、または、顕著となるおそれがある区域 

(2) 風水害、震災などにより、渓流などに土砂などの流出または堆積が顕著であり、砂防設備の設

置が必要と認められる区域 

(3) 火山泥流などにより著しい被害を受け、または受けるおそれがある区域で砂防設備の設置が必

要と認められる区域、火山地および火山麓地 

(4) 土石流危険渓流などによる土石流の発生のおそれのある区域または土石流の氾濫に対処する

ため砂防設備の設置が必要と認められる区域 

(5) 地すべり防止区域で治水上砂防のため、渓流、河川に砂防設備の設置が必要と認められる区域 

(6) 開発が行われまたは予想される区域で、その土地の形質を変更した場合、渓流などへの土砂の

流出などにより、治水上砂防に著しい影響を及ぼすおそれのある区域 

(7) その他公共施設または人家などの保全のため、砂防設備の設置または一定の行為の禁止若しく

は制限が必要と認められる区域 

（都道府県知事の進達） 

第3 都道府県知事は、管内の土地について第 2 の基準に該当すると認める場合は、建設大臣に進達す

る。 

（地方建設局長の進達） 

第4 法第6条に基づき建設大臣が工事を施行する場合で、砂防指定地の指定を行う必要があるときは、

第 3 の規定にかかわらず地方建設局長(北海道開発局長を含む)が進達を行うことができる。 

（都道府県知事との協議） 

第5 第 4 の規定による進達に当たっては、地方建設局長は、あらかじめ関係都道府県知事に協議しな

ければならない。 

（指定方法） 

第6 砂防指定地の指定は、第 2 の指定基準に該当する土地の状況を十分勘案して、次の各号のうちい

ずれかの適切な指定方法によるものとする。 
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(1) 渓流、河川沿いの土地を指定区域とする場合 

上流に起点、下流に終点を定め、その区間の渓流、河川の中心線から左右各岸○○メートルま

での土地の区域 

(2) 国有林野、市街地などの土地を指定区域とする場合 

林班、地番内の標柱によって囲まれた土地の区域 

(3) 山腹など(1 および 2 を除く)を指定区域とする場合 

字または地番表示による土地の区域 

（進達書類） 

第7 都道府県知事または地方建設局長が砂防指定地の指定のため建設大臣に進達する場合は、次の各

号に定める関係図書を添付して行う。 

(1) 総括的な進達図書(進達箇所が 2 つ以上の場合) 

1) 砂防指定地指定箇所総括表 

2) 砂防指定地土地調書総括表 

3) 砂防指定地指定進達箇所一覧図 

4) 他官庁協議書の写し 

(2) 各進達箇所ごとの申請図書 

1) 別記様式 1 による調書 

2) 実測平面図(縮尺1/500から1/5,000程度までの間で砂防指定地を表示するに便利な適宜の

縮尺の平面図を用いる) 

3) 不動産登記簿(国有林に当たっては林班図)および不動産登記法第 17 条に規定する地図 

4) 既指定に係る砂防指定地告示官報の写し 

（告示通知） 

第8 建設大臣において法第 2 条による指定が行われ官報告示がされた場合は、建設省砂防部砂防課長

は都道府県土木担当部局長に告示通知をするものとする。 

（砂防指定区域の閲覧） 

第9 都道府県知事は、砂防指定地の指定告示がなされた後、管内の関係土木事務所などにおいて次の

関係図書を公衆の閲覧に供するよう努めるものとする。 

(1) 砂防指定地の位置図(1/50,000 の地形図) 

(2) 砂防指定地の区域を明示した平面図 

（砂防指定地指定進達の予定） 

第10 都道府県知事および地方建設局長は、管内において、第 3 または第 4 の進達を行う予定の土地に

ついてあらかじめ建設省砂防部長に別記様式 2 に従い報告するものとする。この場合都道府県知事

および地方建設局長は、本要綱の趣旨を十分に考慮して、できるだけ速やかに進達するよう努めな

ければならない。 

（指定の解除） 

第11 砂防指定地の指定の解除は、次の各号のいずれかに該当する場合に行うものとする。 

(1) 当該指定地が第 2 各号に定める基準に該当しなくなったと明確に認められるとき 

(2) その他公益上の理由により必要が生じたとき 

（解除の進達） 

第12 第 3、第 7 および第 8 の規定は、解除の場合についても準用する。ただし、第 7 の 2 の 1)の調書

は別記様式 3 の調書に代えるものとする。 

（例外規定） 

第13 都道府県知事または地方建設局長は、特別の事情により、この要綱により難いものがあるときは、

当該箇所に限り別の定めによる進達または申請をすることができる。 
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第3節 砂防指定地申請 

 

砂防指定地の指定申請については、基本的には「砂防指定地指定要綱について」(建設省

河砂発第 58 号建設省河川局長通達、平成元年 9 月 12 日)により行う。 

 

解 説 

具体的な申請などについては、下記により実施する。 

 

(1) 指定に当たっての事前調査など 

1) 砂防指定地の指定申請を要する土地について、土地の所有者および占有者と事前に十

分協議すること。特に砂防指定地となった場合の滋賀県砂防法施行条例(平成 15 年３

月 20 日滋賀県条例第７号)に基づく禁止および制限行為の内容などをよく説明し、指

定後において種々の問題が起きないよう留意すること。 

なお、指定申請にあたっては、土地所有者の同意の添付を原則とする。 

2) 国有林野内に砂防指定地の指定申請をする場合にあたっては、事前に当該所管の森林

管理署と十分調整すること。 

なお、指定申請にあたっては、当該協議書の写しを添付すること。 

3) 砂防指定地の申請を要する区域に保安林および保安施設地区を含む場合は、事前に森

林法担当行政機関と十分調整すること。 

なお、指定申請にあたっては、当該協議書の写しを添付すること。 
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(2) 指定地の取り方 

治水上砂防のために積極的に砂防設備の新設、維持管理を要する土地、および治水上砂

防の障害となる一定の行為を禁止制限する土地を指定する。 

指定地の取り方としては、「線指定」「標柱指定」「面指定」「座標指定」および「前 4 方

法の組み合わせによる指定」があり、現況に即した指定方法により指定を行うこと。なお、

線指定または標柱指定に代えて座標指定が可能な場合は座標指定を優先すること。 

 

 1) 「線指定」の場合(渓流、河川沿いの土地を指定する場合) 

(a) 指定幅 

★ 砂防設備計画のある場合は、砂防設備用地となるべきところから 2m 程度とった

幅とする。 

★ 砂防設備計画のない場合は、現況河川の肩から 5m 程度とった幅とする。 

★ 上記を考慮した上で河川中心線から幅を出し、5m 単位の数値とする。 

23m の場合 → 25m 

38m の場合 → 40m 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2 線指定の設置方法 

 

★ 左右岸の土地の状況が異なる場合は左岸○○m、右岸○○m とする。 

★ 一部河幅が広い場合は、その区間のみ指定幅を広くする。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3 線指定の設置方法(一部河幅が広い場合) 

 

(b) 上流の起点および下流の終点は原則標柱で決めること。 

(c) 標柱は上流右岸を①、上流左岸を②、下流右岸を③、下流左岸を④とする。 

(d) 既指定のある場合は、上流または下流を接続点により決める。 

(e) 上流端、下流端は川に対して直角にとること。  
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図 1.4 線指定の設置方法(既指定のある場合) 

 

 2) 「標柱指定」の場合 

国有林野、民有地などに標柱を設置し、その標柱を結んだ線に囲まれた区域。 

(a) 砂防堰堤工施工予定地については、その地点を含む山間部をすべて「面指定」、扇状

地以下の流路部を「座標指定」または「標柱指定」とすることを原則とするが、や

むを得ず「線指定」とする場合には、事前に砂防課と協議すること。 

★ 既指定の区域で工事施工に必要な区域をカバーできない場合の追加指定分 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.5 標柱指定の設置方法(工事施工に必要な区域をカバーできない場合) 

 

(b) 標柱の設置の仕方 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.6 標柱指定の設置方法 

 

★ 標柱番号は、下流右岸を 1 号として右回りとすること。 

★ 指定地の範囲、標柱位置は次を原則とし、地形などの状況に応じて標柱位置を

決定すること。  
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a) 堰堤工の場合 

堤体では掘削線より 10m 以上離れた横断測線上に設置すること。また、上流

端では、余裕高に 1 番近い上流横断測量線上に、下流端は構造物に 1 番近い下

流横断測量線上に、途中の堆砂敷きは余裕高より 5m 以上離れた横断測量線上に

設置すること。 

 

b) 渓流保全工の場合 

管理を必要とする施設より 2m 程度離れた横断測量線上に設置すること。(見

通しの良いところでは、50～100m 間隔くらい) 

★ 標柱位置は、現地において設置可能な場所とすること。建築物の敷地内、田畑

内、道路内および河川内などの場所は避けること。また、地番界には設置しな

いこと。 

★ 以上に関わらず、砂防指定地の形状が大きく変化しない程度に標柱を省略し、

標柱の本数は可能な限り少なくすること。 

 

 3) 「面指定」の場合 

(a) 字または、地番を特定し、その土地を指定区域とする。 

(b) 当該渓流の山地流域をすべて指定するものとし、その流域にかかる地番すべてを指

定することを原則とする。 

 

 

注)地番指定とは別に、流域界に標柱を

設置すること、あるいは大字界、字

界線に沿って結んだ線などにより

指定してよい。 

 

 

 

 

 

図 1.7 面指定の設置方法 

 

 4) 「座標指定」の場合 

(a) 座標の配置は標柱指定に準じるものとする。 

(b) 座標指定の場合、砂防指定地の区域は座標値そのものによって確定するため、必ず

しも座標が示す位置に標柱を設置する必要はない。しかし、国有林との境界を明確

にする場合、土地所有者との調整の結果必要とされる場合等において、現地に標柱

を設置することは差し支えない。 
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(3) 指定地指定申請書類について 

 1) 申請書類････編集順 

（※）が付されている書類については「砂防指定地申請に係るマニュアル」（国土交

通省 水管理・国土保全局 砂防部 砂防管理支援室）を参照した上で作成すること。 

 

①土木事務所長の申請書（様式－１） 

 

②指定理由調書（様式－２）（※） 

 

③土地調書（区域の表示）（様式－３）（※） 

 

④土地調書（面積）（様式－４）（※） 

 

⑤位置図（※） 

 

⑥流域（概要）図（※） 

 

⑦指定平面図（※） 

 

⑧座標一覧（様式－５） 

座標指定の場合に添付する。 

 

⑨砂防設備に係る図面 

ア 縦断図 

(ｱ)既設砂防設備、治山施設等河川に関連する構造物等については、当該構造物

の管理者、諸元、施工年度を明示し、黒色で着色する。 

(ｲ)指定延長 

指定延長（１m 未満の端数は四捨五入）を赤色で表示し、現況および計画勾

配を記入する。 

(ｳ)図面の着色 

指定平面図に準じる。 

イ 横断図 

(ｱ)計画堆砂線、計画高水位、余裕高を記入する。 

(ｲ)図面の着色 

指定平面図に準じる。 

ウ 構造一般図 

   主要な砂防設備の構造図を添付する。 
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⑩写真撮影位置図（※） 

 

⑪現況写真（※） 

 

⑫公図連続転写図等（※） 

 

⑬不動産登記簿の写し（登記事項要約書の写し）（※） 

様式－４に記載した全ての地番について添付する。 

 

⑭砂防指定地申請地籍表（様式－６） 

 

⑮同意書（様式－７） 

ア 不動産登記記録に記載の所有権者と同意者が異なる場合は、相続関係説明図

など両者の関係が分かる資料を添付する。 

イ 国土交通省（建設省、内務省）または滋賀県の所有する土地については、同

意書不要。 

ウ 市町の所有する土地については同意書または指定に係る意見照会を行い、そ

の回答を添付する。 

エ 同意書は原本を砂防課に提出すること。 

オ 本人自署の場合、押印は省略してもよい。 

 

⑯林班図 

ア 指定申請地内に国有林がある場合に添付する。 

イ 砂防設備、砂防指定地の範囲を赤線で表示する。 

 

⑰不動産登記法第 14 条地図、またはこれに代わるもの（公図） 

 

⑱丈量図 

標柱指定、座標指定および線指定の場合に添付する。 

 

⑲既指定に係る砂防指定地告示官報の写し（※） 
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(4) 指定地指定申請書の提出部数等  

1) 提出部数 

砂防課用、国土交通省用をそれぞれ１部とする。 

 

2) 提出書類 

 下表の○の付いた文書を提出するものとする。 

種別 砂防課用 国土交通省用 

(1)土木事務所長の申請書 

(2)指定理由調書 

(3)土地調書（区域の表示） 

(4)土地調書（面積） 

(5)位置図 

(6)流域（概要）図 

(7)指定平面図 

(8)座標一覧 

(9)砂防設備に係る図面 

(10)写真撮影位置図 

(11)現況写真 

(12)公図連続転写図等 

(13)不動産登記簿の写し 

(14)砂防指定地申請地籍表 

(15)同意書（原本） 

(16)林班図 

(17)不動産登記法第 14 条地図等 

(18)丈量図 

(19)既指定に係る砂防指定地告示官報の写し 

(20)その他（他官庁協議書写し等） 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

3) 提出先 

土木事務所長は、砂防指定地指定申請書類を作成し、砂防課長に提出するものとする。 

 

(5) その他 

砂防指定地申請を円滑に進めるため、必要に応じて県庁砂防課と協議を行うこと。 
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様式－１ 

第   号  

年 月 日  

 

滋賀県知事     様 

 

土木事務所長  

 

 

砂防指定地の指定について（申請） 

 

 

砂防法第２条の規定による指定をする必要があると認められるので申請します。 
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様式－２ 

指定理由調書 

番号   

河川名 幹川名  渓流名  

土地の現況 

①地形 

 

②地質および土壌 

 

③林相 

 

④水源地域の状況 

 

⑤被害発生の状況 

 

指定の理由  

工事の内容 

(1)種別 

 

(2)工期        年度から    年度まで 

 

(3)経済効果 

 

行為規制の内容 

（禁止行為） 

(1) 砂防設備を損傷すること。 

(2) 河川または水路に土石（砂を含む。以下同じ。）、木竹、じんあいその

他の物件をたい積し、または投棄すること。 

（制限行為） 

(1) 工作物を新築し、改築し、または除却すること。 

(2) 木竹を伐採し、もしくは樹根を採取し、またはこれらをたい積するこ

と。 

(3) 木竹を滑下または地引により運搬すること。 

(4) 土地を掘削し、盛土し、開墾し、その他土地の形状を変更すること。 

(5) 土石を採取し、もしくは鉱物を採掘し、またはこれらをたい積するこ

と。 

(6) 砂防設備を占用すること。 

滋賀県砂防法施行条例による。 
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様式－３ 

 

土地調書（区域の表示） 

河川名 郡市名 町村名 大字名 小字名 地番 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

備考  地名には必ずふりがなを付けること。 
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様式－４ 

 

土地調書(面積) 
(単位 ha) 
滋 賀 県 

河川名 都道府県 郡・市 町・村 大字 字 地番 

当該地番の総面積 
当該地番に 

おける砂防 

指定地の面 

積(実測又 

は見込み) 

左の内訳 

河川敷 

山林 

道路等 

その他 

登記簿 
実測又は 

見込み 
国有林 公民有林 国有地 公民有地 

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

                                

 

備考 

(1)指定を要する土地ごとに作成すること。 

(2)「道路等」の欄には、道路のほか、運河用地、用悪水路および溜池について記載するこ

と。 

(3)面積は、単位をヘクタールとし、小数点第４位まで記載すること。また、実測による記

載ができない場合には、図面を基に見込みを算出し記載すること。 
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様式－５ 

 

座標一覧 

座標地点 X 座標 Y 座標 緯度 経度 

1 点 

2 点 

3 点 

 

 

 

-79656.173 

…… 

…… 

 

 

 

14735.840 

…… 

…… 

 

 

 

35°16′54.7984 

…… 

…… 

 

 

 

138°39′

43.1810 

…… 

…… 
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様式－６ 

 

砂防指定地申請地籍表 

大字 字 地番 地目 
所有者 

住所 氏名 
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様式－７ 

 

同意書 

 

砂防法第２条による砂防指定地にされることおよび防止工事への協力については、何ら

異議なく同意します。 

 

年   月   日  

滋賀県知事         様  

 

土地の所在および地目 所有権登記簿名義（または所有権者） 
押印欄 

所有権以 

外の権利 大字 字 地番 地目 現住所 氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

備考 

不動産登記記録に記載の所有権者と同意者が異なる場合は、所有権者に対する同意者の関

係を簡潔に記載するとともに、別途、相続関係説明図など両者の関係が分かる資料を添付

すること。 

例  相続人   ○○○○ 

相続人代表 ○○○○ 
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第4節 砂防指定地 標柱の設置 

 

砂防指定地の告示を標柱方式により行う場合、告示後、標柱の位置を現地に明示する必

要がある。 

 

 １）告示された場所に正確に設置すること。標柱の設置場所は座標などで適切に管理さ

れることが望ましい。 

 ２）標柱は指定地内に立ち入る際にわかりやすいように設置するものとし、道路（里道

含む）に近接する場合は道路側から「砂防指定地」の文字が見えるように設置する。 

 ３）道路等がなく立入りが容易ではない箇所へ設置する場合は、民地側（砂防指定地外）

に「砂防指定地」の文字が見えるように設置する。 

 ４）民地境界等が入り組んでおり明確でない場合などは、河川の中心を背にして「砂防

指定地」の文字が見えるように設置する。 

 ５）標柱はコンクリート製品（100×100×1000）を標準とし、上部 30cm を残して土中に

埋設する。 

 ６）「砂防指定地」の裏面（砂防指定地と用地境界が一致する場合はその他の面）には標

柱番号を明示する。なお、明示する方法は問わないが、容易に消えてしまわないよう

留意すること。 

 


































